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子会社シネックスの株式交換によるフリーク株式会社の 

完全子会社化に関するお知らせ 

 

 

 当社子会社である株式会社シネックスは、平成 17年 11 月 11 日開催の臨時取締役会において、株式

会社シネックス並びにフリーク株式会社の株主総会において株式交換が承認されることを条件に、フ

リーク株式会社との株式交換により完全子会社化することを決定いたしましたので下記のとおりお知

らせいたします。 

 

記 

 

１． 株式交換による完全子会社化の目的 

パソコン BTO（Build to order:受注生産）メーカーである株式会社 MCJ（本社 埼玉県、代表取締

役社長 髙島勇二、以下 MCJ、コード：6670）は、子会社である株式会社シネックス（本社 東京都、

代表取締役 関戸明夫、以下シネックス）がフリーク株式会社（本社 大阪府、代表取締役 福田翠、

以下フリーク）を株式交換（平成 18 年 1 月中旬）にて完全子会社化することを決定いたしました。 

フリークは、平成 12 年の創業以来、PC 周辺機器を中心としたストレージデバイスをリテール市場

において広く流通させている、国内でも有数の卸売業者です。シネックスがフリークの株式を 100％

取得することにより、シネックスは MCJ グループおけるディストリビューション事業の中核としての

役割を強化します。また、シネックスがフリークを完全子会社化することにより、両社事業に多くの

相乗効果が発生すると考えられます。 

 



２．株式交換（シネックス日程） 

(１)株式交換の日程 

平成 17 年 11 月 11 日  株式交換契約書承認取締役会 

平成 17 年 11 月 11 日  株式交換契約書の締結   

平成 17 年 12 月 下旬  株式交換契約書承認臨時株主総会 

平成 18 年 １月 中旬  株式交換期日 

 

(２)株式交換比率 

 

 

株式会社シネックス 

（完全親会社） 

フリーク株式会社 

（完全子会社） 

株式交換比率 1 1,634 

（注）１．株式の割当比率 

フリーク株式会社の株式 1 株に対して、株式会社シネックスの株式 1,634 株を割当て交付する。 

（注）２．株式交換比率の算定根拠 

(1)株式会社シネックスの算定根拠 

シネックス株式は未上場株式であることから、その評価額はできる限り直前の状況を反映しつつ、直近の

資本取引の状況を勘案したものであります。 

(2)フリーク株式会社の算定根拠 

未公開株式の評価については、将来のキャッシュフロ－に着目し、収益方式（DCF・ディスカウントキャ

ッシュフロー法）により株価を算定することに致しました。DCF 法をベースにした評価により企業価値は、

2,000,016 千円となりました。発行済株式数が 1,800 株であるためフリーク株式の評価額は 2,000,016 千円

/1,800 株＝1,111,120 円となりました。 

（注）３．第三者機関による算定結果、算定方法及び算定根拠 

シネックス株式評価額及びフリーク株式評価額をベースに株式交換比率を算定致しました。ただし、フリー

ク株式の評価につきましては、DCF 法をベースにして算定しており、計画や条件の設定方法との関係で当然に

結果が相違することも想定されます。従って株式交換比率は、各株式評価額から単純計算された交換比率の上

下 10％程度を合理的範囲とすることと致しました。 

（注）４．株式交換により発行する新株式数 

 株式会社シネックス 普通株式：       2,941,200 株 

 

(３)株式交換交付金 

 株式交換交付金の支払は、行わない。 

 

３．株式会社ＭＣＪによる株式会社シネックスの株式追加取得 

 平成 18年１月中旬に予定されている株式交換日において、フリーク株式会社の株主に発行された

新株式のうち 1,231,200 株を 837,216,000 円で同日取得いたします。この結果株式会社ＭＣＪの株

式会社シネックスに対する株式保有割合は、61.3％となる予定であります。 



４．株式交換の当事会社の概要 

(１) 商 号          
株式会社シネックス株式会社シネックス株式会社シネックス株式会社シネックス    

（完全親会社） 

フリーク株式会社フリーク株式会社フリーク株式会社フリーク株式会社    

（完全子会社） 

(２) 事 業 内 容          
ＰＣ部品及びＰＣ周辺機器 

の卸売業 

ＰＣ部品及びＰＣ周辺機器 

の卸売業 

(３) 設 立 年 月 日          1995 年   4 月 2000 年  10 月 

(４) 本 店 所 在 地          東京都台東区 大阪府大阪市東成区 

(５) 代 表 者          関戸 明夫 福田 翠  

(６) 資 本 金          263 百万円 90 百万円 

(７) 発 行 済 株 式 総 数          5,270,000 株 1,800 株 

(８) 株 主 資 本          404 百万円 702 百万円 

(９) 総 資 産          5,502 百万円 986 百万円 

(10) 決 算 期          3 月 6 月 

(11) 従 業 員 数          79 名 8 名 

(12) 主 要 取 引 先          

ＰＣデポコーポレーション 

ヨドバシカメラ 

ビックカメラ 

グリーンハウス 

アロシステム 

ソフマップ 

(13) 大株主及び持株比率 

 

㈱ＭＣＪ 80.37％ 

関戸 明夫 6.16％ 

SYNNEXCORPORATION  5.99％ 

宮元 裕之 100.00％ 

資本関係 特になし 

人的関係 特になし (14) 当 事 会 社 の 関 係          

取引関係 特になし 

*本概要のデータは、株式会社シネックス、フリーク株式会社ともに平成 17 年 6 月 30 日現在であります。なお、株

式会社シネックスは平成 17 年 8 月に第三者割当による 236 百万円の増資を行っております。 



(15) 最近３決算期間の業績                               （単位：千円） 

 
株式会社シネックス株式会社シネックス株式会社シネックス株式会社シネックス    

（完全親会社） 

フリーク株式会社フリーク株式会社フリーク株式会社フリーク株式会社    

（完全子会社） 

決 算 期 15 年 11 月期 16年11月期 17 年 3 月期 15 年 6 月期 16 年 6 月期 17年 6月期 

売 上 高 21,213,988 17,710,696 5,576,298 8,637,493 11,442,811 11,730,659 

営 業 利 益 101,101 142,307 114,704 435,115 322,268 322,791 

経 常 利 益 66,342 114,485 94,763 445,902 406,074 333,601 

当 期 純 利 益 36,426 63,125 30,294 255,693 214,040 210,033 

１株当たり当期純利益（円） 6.91 11.97 5.74 1,278,467.80 118,911.46 116,685.5 

１株当たり年間配当金（円） - - 169.76 50,000 - - 

１株当たり株主資本（円） 220.27 232.25 238.00 1,530,341.12 283,393.81 390,079.32 

※ 株式会社シネックスの 17 年 3月期は、決算期日変更のため平成 16 年 12 月１日から平成 17 年３月 31 日迄の４ヶ

月間の決算期間となっております。また、株式会社シネックスは、平成 17 年 8 月に第三者割当により 236 百万円

の増資を行っております。 

※ フリークは、平成 15 年８月に株主割当増資を行い、資本金は 90,000,000 円、発行済株式の総数は、1800 株とな

っております。 

 

５． 株式交換後の MCJ 連結決算状況 

【株式会社ＭＣＪ】 

（１）名    称：株式会社 MCJ 

（２）主な事業内容：パソコンの製造販売事業及びパーツ・周辺機器の販売事業 

（３）設 立 年 月 日：1998 年 8 月 

（４）本 社 所 在 地：〒345-0036  埼玉県北葛飾郡杉戸町杉戸一丁目 14 番 11 号 

（５）代  表  者：髙 島  勇 二 

（６）資 本 の 額：3,768 百万円 

（７）業績に与える影響 

  MCJ グループの業績において、相乗効果が発揮され、特に当社グループのディストリビューション戦

略部門の拡大は、PC 事業及び PC 周辺機器事業の発展に大きく貢献するものと考えております。今後の

当社連結業績に与える影響は、同日発表の「業績予想等の修正に関するお知らせ」をご参照ください。                     

 

 

        以 上 


